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第 51回 大阪市人権施策推進審議会 会議録 

 

１ 日時  令和 7年 7月 7日（月） 午後 1時 00分～午後 3時 00分 

 

2 場所  大阪市役所 7階 市会第 6委員会室 

 

３ 出席者 

（審議会委員） （＊：ウェブ会議にて出席） 

・佐藤 貢  ・澤田 有希子（会長代理）＊ ・塩中 一成 

・高見 理恵  ・谷井 正佳   ・永井 均 

・永井 広幸  ・乘井 弥生（会長）  ・廣岡 浄進 

・藤本 光俊  ・的場 かおり＊   ・三輪 敦子 

・吉田 直哉 

（事務局（市民局）） 

・渡辺 市民局理事    ・堀田 ダイバーシティ推進室長 

・浅井 人権企画課長    ・宮之前 多文化共生担当課長 

・寺見 共生社会づくり支援担当課長  ・吉田 人権啓発・相談センター所長 

・髙 人権企画課長代理   ・市田 共生社会づくり支援担当課長代理 

・松井 人権啓発・相談センター副所長  ・永田 人権企画課担当係長 

（関係所属） 

・中村 こども青少年局企画部企画課長 

 

４ 議事 

〔議題〕 

（1） 大阪市人権行政推進計画に基づく令和 7年度の取組み 

ア 「人権の視点！100！」実行プログラムの取組み 

イ 啓発事業の取組み 

ウ 人権相談の取組み 

（2） 人権問題に関する市民意識調査の実施について 

 

〔報告〕 

（1）大阪市こども計画（令和 7年度～令和 11年度）の策定と、 

こどもの権利を保障する取組の推進について 

（2）大阪市多文化共生指針に基づく行動計画 

（3）第 12回大阪市同和問題に関する有識者会議 
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5 議事内容 

 

永田 人権企画課担当係長 

皆様、お待たせいたしました。定刻となりました。また、ウェブ出席委員の通信状況も確認でき

ましたので、ただ今から第 51 回大阪市人権施策推進審議会を開会いたします。本日は、お忙し

いところご出席いただきまして、ありがとうございます。私は、司会を担当いたします、市民局人

権企画課の永田でございます。よろしくお願いいたします。 

まずはじめに、本日の審議会についてご説明いたします。この審議会は、「大阪市人権施策推

進審議会規則」及び「同、審議会運営要領」に基づき、公開といたしております。なお、本日は現

在のところ、報道機関の方は入られておりません。また、情報公開を推進する観点から、本日の

会議要旨、会議録は、後日、大阪市ホームページに掲載する方法での公開を予定しております。 

委員の皆様からのご発言について、でございます。審議会中、ご発言される時は、挙手してい

ただき、ご指名がありましたら、机上のマイクを使用してご発言をお願いいたします。ウェブ出席

の委員は、審議会中はマイクをミュートにしていただきますようお願いいたします。ご発言され

る時は、Microsoft Teams の挙手ボタンで、発言希望の旨をお知らせいただき、ご指名があ

りましたら、マイクをオンにしてご発言をお願いいたします。会場出席の委員一巡の後、ウェブ出

席の委員をご指名と考えておりますのでよろしくお願いいたします。また音声・映像などの通信

状況は事前に確認させていただきましたが、途中で通信状況に問題が生じた場合等は、画面上

にあります「会話の表示」ボタンのチャットなどでお知らせくださいますようお願いいたします。 

続きまして、本日の資料等をご案内いたします。お手元に、第 51 回大阪市人権施策推進審議

会次第、資料一覧、配席図、委員名簿及び資料をお配りしております。資料は資料一覧のとおり

でございます。議事進行の都度ご確認いただき、不足などがございましたら事務局に挙手等で

お知らせください。 

次に、本日ご出席の委員の皆様を、五十音順でご紹介させていただきます。 

佐藤委員でございます。 

ウェブ出席の澤田会長代理でございます。 

塩中委員でございます。 

高見委員でございます。 

谷井委員でございます。 

永井均委員でございます。 

永井広幸委員でございます。 

乘井会長でございます。 

廣岡委員でございます。 

藤本委員でございます。 

ウェブ出席の的場委員でございます。 

三輪委員でございます。 

吉田委員でございます。 
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事務局の出席者につきましては、お手元にお配りしております配席図をもちまして、紹介とさ

せていただきます。それでは、事務局を代表いたしまして市民局理事の渡辺よりご挨拶を申し上

げます。 

 

渡辺 市民局理事 

市民局理事の渡辺でございます。本日は大変お忙しい中、また、今日は 37 度を超えるような

本当に暑い日でございますけども、この暑い中、当審議会にご出席いただきまして誠にありがと

うございます。 

昨今の本市における人権を取り巻く情勢といたしましては、こどもをはじめとする社会的弱

者に関する人権の問題でありますとか、インターネット上での人権侵害など、大変身近なところ

で様々な問題が生じておりまして、市民の関心も非常に高まっているところでございます。 

本日の審議会では、大阪市人権行政推進計画に基づいて行っております、本市の各区役所、

局・室での取組み、また人権啓発・相談センターでの啓発事業、それと人権相談の取組みについ

て、ご説明をさせていただきます。また、5 年に一度実施いたしております、人権問題に関する

市民意識調査の概要をご説明いたしまして、ご意見をちょうだいいたしたいと考えております。 

また、こどもの人権に関しましては、大阪市こども計画の策定とこどもの権利を保障する取組

の推進についての、こども青少年局からのご報告に加えまして、大阪市多文化共生指針に基づ

く行動計画、さらに先日、書面開催いたしました第 12回大阪市同和問題に関する有識者会議に

つきましての、ご報告をさせていただきたいと考えております。 

委員の皆様方におかれましては、それぞれの立場から忌憚のないご意見を賜りまして、本市に

おける今後の施策展開の検討に生かしてまいりたいと考えておりますので、何卒よろしくお願

いを申し上げます。以上、開催にあたりまして、ご挨拶とさせていただきます。どうぞ本日はよろ

しくお願い申し上げます。 

 

永田 人権企画課担当係長 

これより議事に入ってまいりますが、以降の進行は乘井会長にお願いしたいと存じます。それ

では会長よろしくお願いいたします。 

 

乘井 会長 

こんにちは。それではお配りしております審議会次第に従って議事を進めてまいりたいと思い

ます。まず最初に議題（1）の大阪市人権行政推進計画に基づく令和 7 年度の取組みのア、イ、ウ

について、事務局より説明をお願いいたします。 

 

髙 人権企画課長代理 

市民局人権企画課長代理の髙でございます。本日はどうぞよろしくお願いいたします。これよ

り着席してご説明いたします。 

それでは、私から「人権の視点！100！」実行プログラムの取組みについて、ご説明させてい

ただきます。 
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まず配付資料として、皆様のお手元に桜色の用紙に印刷された大阪市人権行政推進計画（概

要版）のリーフレットを配付しております。本年 2月に開催しました前回の審議会では、この柿色

のものを配付しておりましたが、およそ 5 か月ほどが経過しまして、その間このように新版とな

りましたので、ご案内いたしますとともに、今回も前回と同様、概要版のリーフレットもご参照い

ただきながら説明を進めていきたいと考えております。 

さて、今回、委員の皆様が改選されまして、この実行プログラムについて説明を受けられるの

は、再任されました 4 名の委員を除きまして、初めてとなりますので、この実行プログラムに関

して、少しご説明させていただきます。 

このリーフレットの表紙にも描かれておりますとおり、人権ナビゲーションは 4 つの柱立てで

構成されております。表紙をめくっていただきまして、A3 の見開きの真ん中より少し上のとこ

ろに「人権行政の 2 つの道案内」とありまして、左側が「人権の視点！100！」、右側が「人権が

尊重されるまち」指標の説明となっております。2 月の審議会では、右側の「人権が尊重される

まち」指標についてご説明いたしましたが、本日は左側の「人権の視点！100！」にかかわる取

組みとなります。 

この「人権の視点！100！」は、行政運営における人権尊重の視点を明らかにしたもので、「伝

える」「聴く・知る」「備える」「支える」「つながる」「務める」の 6 つの観点から市民の皆様と職員

にわかりやすく示したものでございまして、この概要版では、その具体例の一部をご紹介してお

ります。「人権の視点！100！」実行プログラムは、この「人権の視点！100！」の考え方を日常

業務の改善・見直しにつなげていこうとする、全庁的な取組みとなっております。 

ここで資料 1-2、「人権の視点！100！」実行プログラムの取組み（概要）と題した資料をご覧

ください。表紙は今しがたご説明しましたので次に移りまして、2 ページ目の「実行プログラムの

流れ」から入っていくことといたします。 

実行プログラムは、区役所、局・室の各所属が年度単位で策定・実行・評価・改善を繰り返しな

がら継続的に主体的に取り組むものとなっておりまして、人権行政推進本部の事務局が各所属

の取組みをサポートする体制を取っております。この人権施策推進審議会に対しましても、この

ページの図にもございますとおり、毎年、実行プログラムの取組みについて報告させていただき、

審議会でいただきましたご意見等を審議会終了の約 1 か月後に開催いたします、各所属の課長

級職員で構成される人権行政推進本部幹事会議においてフィードバックをしているところでご

ざいます。 

次に 3 ページ目の説明に移りたいと思います。ここで、お手元にございます右肩に資料 1-3

「人権の視点！100！」実行プログラムの取組みと題した A3 横の両面刷り 2 枚ものの資料を

ご覧ください。 

こちらは、市役所内の所属を大きく区役所と区役所以外の局・室の2つに分けまして、1、2ペ

ージが区役所、3、4 ページが局・室の取組みとなっております。1 ページ目をご覧になっていた

だきまして、左から順に、令和6年度のプログラムの名称、取組み実績に続いて、「人権の視点！

100！」にございます 6 つの観点のうち、強化できた項目及び評価できるところ、それから、令

和 7 年度のプログラム名称、取組み目標、そして強化を期待する項目について、整理したものと

なってございます。実行プログラムは所属単位での取組みとしておりますので、その数だけプロ

グラムもございます。この資料から、全体的なプログラムの傾向を見てみますと、多くの所属で



5 

同一のプログラムを継続的に取り組んでいることがわかります。資料 1-3 だけでも相当な情報

量になりますので、先ほどご覧いただきました資料 1-2 の 3 ページ目にお戻りください。この

3 ページ目は、取組みの概況として大きく区役所と局・室に分けまして全体的な状況を整理した

ものとなっております。 

まず、市民サービスの第一線となる区役所では、配慮を要する方も多数来庁されますので、人

権の視点からの取組みにもある程度の共通点が見られます。主な観点から申し上げますと、「聴

く・知る」という観点では、接遇研修の成果を窓口等で実践するとともに、外部からの評価も受

けながら市民対応力の向上を図っていくというものです。具体的には、平成24年度から区役所

来庁者等に対する窓口サービスについて、民間の事業者による覆面調査を行っておりまして、そ

の評価結果のフィードバックを受けて、サービスの改善につなげていくというものでございます。

「伝える」の観点では、特に日本語を母語としない市民の方を対象にした「やさしい日本語」の使

用による情報発信や情報端末の活用を実践している取組みも見受けられました。また、「備える」

という観点では、ご高齢の方や障がいのある方、外国人など、あらゆる市民を想定した区役所庁

舎内のハード・ソフト両面での環境整備を進めるといったものも相当数の区役所で取り組まれて

おります。 

このページの後半は、局・室の取組みとなります。区役所では共通した業務が多い一方で、局・

室では事務分掌によりそれぞれ組織の規模や業務内容が大きく異なっておりますし、市民の皆

様と接する機会が多い部署を抱える所属やそうでない所属といったように多様でございます。

この図にもございますとおり、受け手の立場を意識した情報発信、個人情報の保護、あるいは人

権課題に対する理解促進、又は職場環境の改善といったものに大別することができるものと思

っております。また、所属内でも特定の担当課ではなく、あらゆる担当課、すべての職員にとって

かかわりのある取組みを実行プログラムとしていると言えます。 

最後の4ページ目に移ります。こちらは実行プログラムの代表例として、此花区役所の取組み

を例にあげてご紹介させていただきます。此花区役所では、「～すべての人が笑顔になるまちに

～」に向けた拠点づくりを基本姿勢に、丁寧かつ親切な接遇と多様性を理解した対応に加え、す

べての区民が快適に利用できる区役所づくりに引き続き取り組むこととしております。事務局

として着目しましたのは、令和6年度の行動実績のところに、庁舎内のハード面の改善として、1

階記載台の文具の安全収納や待合スペースの椅子の向きの改善を行ったという報告があり、ま

た、令和 7 年度の行動目標として、「多目的トイレに大人用オムツ替えベッドの導入を検討する」

ということが掲げられているところです。この実行プログラムは、予算が措置されているわけで

もなく、各所属に特別に労力や時間をかけることを求めるような取組みとはいたしておりません。

そういったなかでも、此花区役所の取組みは、一見小さいもののように見えるかもしれませんが、

むしろ「こういったことも人権尊重につながるんだ」という気づきを与えるとともに、あらゆる身

近な業務においても人権の視点をもって取り組むことが重要であることを示しており、その考え

方や工夫の内容は他の所属においても参考にできると思いましたので、取組みの代表例にあげ

させていただきました。 

これまで各所属における「人権の視点！100！」実行プログラムの取組みの概要についてご

説明してまいりました。最後に、事務局といたしましては、この「人権の視点！100！」実行プロ

グラムについて、各所属における推進体制の担当者を対象とした説明会の実施や取組み事例の
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共有などを通じまして、本市のすべての事務事業の中に人権尊重の視点を根付かせることがで

きるよう引き続き支援してまいりたいと考えております。本件に関しまして、私からの説明は以

上でございます。 

 

吉田 人権啓発・相談センター所長 

引き続きまして、人権啓発・相談センター所長の吉田でございます。よろしくお願いいたしま

す。 

それでは、議題（1）イの「啓発事業の取組み」、およびウの「人権相談の取組み」を一括して説明

申し上げます。時間の関係もございますので、要点を絞った説明となりますが、ご容赦賜ります

ようよろしくお願いいたします。それでは着座にて説明させていただきます。 

まず、資料 2-1 の「大阪市人権啓発・相談センターにおける啓発事業の取組みについて」をご

覧ください。 

一つ目の「地域密着型市民啓発事業」ですが、地域に根ざした人権啓発の担い手としてご活動

いただいております人権啓発推進員の方々を対象とした研修事業で、人材の育成を図るもので

ございます。5 月末現在でございますが、671 名の方々に市長委嘱しているところでございま

す。 

令和 7 年度の人権啓発推進員の育成事業でございますが、資料の表をご覧ください。新たに

推進員となった方々に基礎的な人権知識や傾聴・会話方法等を習得していただく「新任研修」を

はじめ、「情報共有研修」、「全体研修」、次ページになりますが「リーダー養成研修」を実施してい

るところでございます。このうちの「新任研修」につきましては6月からすでに開始しているとこ

ろでございますが、その他の研修につきましても、順次、事業内容の記載に沿ったものとして実

施していく予定となってございます。 

次に3ページの「市民啓発広報事業」の「啓発用DVDによる人権啓発」でございますが、利用

者アンケートや各区からのご意見、時宜を勘案しながら「こども向けのDVD」や「LGBT」「ハラス

メント」など様々な人権課題に関するジャンルの DVD を購入し、貸出を行っているところでご

ざいます。保有してございます 327 作品の内訳や令和 6 年度の購入・貸出実績につきまして

は、資料をご参照くださいますようお願いいたします。 

次に、資料4ページになりますが、「大阪市人権だよりの発行」でございます。様々な人権課題

や地域レベルでの啓発の取組みを掲載させていただきまして、誌面内容の充実を図るとともに

ホームページでデジタルブック形式を取り入れ掲載するなど、読者層のすそ野を広げるよう取り

組んでまいります。6月の 59号は「カスタマーハラスメント」を題材に発行させていただいたほ

か、今月7月には小学生の高学年児童に対しまして、「インターネットの使い方について考えてみ

ましょう！」として発行し、インターネット上のトラブルに巻き込まれないために、またインターネ

ットの使い方が自分や他人にどのような影響をあたえるのかなどを学んでいただく内容といた

しました。引き続き様々な人権問題や啓発事業に関する情報発信を行ってまいります。 

次に「人権啓発広報用動画作成事業」でございますが、国からの委託で「外国人」「障がいのあ

る人」「性的指向・性自認」の 3つの人権課題に絞って理解を深めるものとして実施してまいりま

したが、今年度は「インターネット」をテーマとして動画を作成する予定となってございます。 
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次の 6 ページの「参加・参画型事業」でございますけれども、市民が主体的に人権を学ぶ機会

を提供することを目的としてございます。最初に「人権に関する作品募集事業」でございますが、

人権に関するキャッチコピーを募集して、優秀作品を表彰するとともに、人権啓発の広報印刷物

等に活用し、人権啓発事業に活用してまいります。より多くの方々にご応募いただけるように、

教育委員会事務局と連携するとともに、ホームページや本市施設、JR や Osaka Metro 等へ

ポスター掲示を行い現在実施しているところでございます。 

次に、7ページの「人権の花運動」、8ページの「Jリーグセレッソ大阪との連携・協力事業」でご

ざいますけれども、両事業とも本市、法務局、大阪第一人権擁護委員協議会等で構成する「人権

啓発活動大阪地域ネットワーク協議会」の連携事業といたしまして、全国一斉に国の基本方針に

沿って実施されているものでございます。実施時期、事業内容等については、資料をご参照くだ

さいますようお願いいたします。 

次に、9 ページになります。「企業啓発推進事業」でございますが、市内の企業や事業者等にお

ける人権啓発や人権研修への支援を行う事業となってございます。より効果的な研修内容とな

るようなテーマ設定や講師選定を行いまして、参加者の拡大に繋げるものとしているところで

ございます。内容が未定のものもございますが、「同和問題」や「ハラスメント」また、「ビジネスと

人権」など今日的な人権課題を踏まえて研修を実施してまいります。 

次の「人権啓発事業効果検証」でございますが、人権の専門家によりセンター事業の検証を行

っていただきまして、PDCA サイクルを回し、効果的、効率的な事業展開を図るものとしており

ます。個々のご意見は紹介いたしませんけれども、啓発や相談事業に係るさまざまなご意見を

いただいておりまして、ご意見を十分に念頭に置いた事業実施をしてまいりたいと考えている

ところでございます。 

続きまして資料 2‐2 につきましては、各区役所において、憲法週間や人権週間、「はたちの集

い」等で実施予定の啓発事業を掲載しているところでございます。事業の内容説明はいたしませ

んけれども、ご参考にご覧いただきますようお願いいたします。 

続きまして、資料 3 の大阪市人権啓発・相談センターにおける人権相談の取組みの資料をご

参照ください。 

1 番といたしまして、人権啓発・相談センターでの人権相談について、でございますけれども、

本事業は事業を委託し実施しておりまして、「（1）相談体制」「（2）相談時間」「（3）相談方法」につ

いては資料に記載のとおりとなっておりまして、電話でのご相談が大半となっているところでご

ざいます。 

大きな 2 番の令和 7 年度における取組みについての（1）の人権相談窓口の認知度向上に向

けた取組みでございますが、現状と課題といたしまして、人権啓発・相談センターの認知度や有

用性、認知経路を記載しておりますので、ご参照いただきますようお願いいたします。また、次ペ

ージの今後の取組みのアからキに記載のとおり、人権啓発・相談センターを知っていただくため

に、周知用のポスターやカード、うちわの作成等をはじめ、市民の方々に窓口を知っていただく

ため様々な取組みを行っているところでございます。 

（2）の満足度向上に向けた取組みといたしましては、ご相談いただいた方にアンケートを記入

していただきまして、高い評価をいただいているところでございます。 
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（3）の区役所における人権相談機能の充実に向けた継続的な取組みといたしましては、区役

所の人権相談担当者へのケーススタディでの事例研究やスキルアップを図るための研修会、新

任の人権担当者向けの研修会を実施しているところでございまして、知識のすみやかな習得に

つながるように支援を行ってまいります。 

(4)の専門相談機関等とのネットワークの充実に向けた取組みといたしましては、「こども」や

「女性」「障がいのある方」など、様々な人権相談機関と連携や共有を行う連絡会の開催、また多

くの NPO団体等との連携拡充を図っていることをお示ししたものとなってございます。 

3 ページ、「3 令和 6 年度における相談実績について」でございますけれども、（1）の相談件

数、（2）の課題別相談内容でございますが、内容につきましてはご覧のとおりとなってございま

す。相談件数は若干でございますが減少しているものの、引き続いて「障がい者」や「生活」、「近

隣」として騒音や人間関係に関する多くの相談が寄せられているところでございます。 

4 ページ、「4 インターネット上の誹謗中傷などに関する相談支援について」でございますけ

れども、インターネット上の人権侵害について、令和5年6月から相談内容により弁護士の相談

を受けていただけるよう開始したものでございます。昨年度は弁護士に引き継ぐ案件はござい

ませんでしたが、相談内容に応じて、適切に弁護士相談を受けていただけるよう引き続き努め

てまいりたいと考えているところでございます。 

人権啓発・相談センターからは以上でございます。よろしくお願いいたします。 

 

乘井 会長 

ありがとうございました。ただいま事務局から説明がございました議題（1）のア、イ、ウにつき

まして、ご意見をお伺いしたいと思っております。どの議題についてのご発言かをまず明らかに

していただいて、ご意見を言っていただければと思います。皆さん、いかがでしょうか。 

廣岡委員どうぞ。 

 

廣岡 委員 

すいません、廣岡です。ご説明いただいた話からは外れるんですけれども、前回、大阪市港湾

局の職員の差別発言事件がここで議論になったわけですが、そこで職員研修をどういうふうに

進めていくかで、その中で私からも他の委員からも、市の多分その人事課か人事局かみたいな

ところで、一方でいろんな職員研修をやっていて、そこへ割り込むような形で人権に関わる研修

が入っていくというところで、非常に担当課としては、やりにくさも持っているみたいな話もあ

りましたが、だから市の全体の職員研修の中でこういうものをきちんと埋め込んで位置付けて

いくっていうことが必要だっていう議論がその時に確か出ていたと思うんですね。 

今日それぞれの区役所とか担当課だとかでこういう取組みをしていますと、これまで毎年毎

年いただいてますけども、これがどういう関係にあるか、ないかっていうか、そこはもう切れた

ところで動いてきているのかどうかっていうところを、要するにその、市役所全体で人権意識向

上していくことが大事だという問題意識を前に伺ったと思うんですけども、そのことと関わって

お伺いしたいと思います。以上です。 

 

乘井 会長 
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今のでいうと、議題（1）のイに関わるということになってきますか。 

 

廣岡 委員 

はい。 

 

乘井 会長 

じゃあ、吉田所長。 

 

吉田 人権啓発・相談センター所長 

今、廣岡委員からいただきました、前回の大阪港湾局の差別発言事象を受けて、まず職員研

修、今おっしゃっていたのは、技能職員に向けた主任研修の中で、通常は昇任時に行う研修の中

に、人権課題を取り入れてといいますか、そこのプログラムの一つとして、人権問題についての

プログラムを入れてきた、その辺のいろいろ調整が大変ということはもちろんその通りなんです

けども、この間それ以外の研修につきましても、前回の審議会でもお話させていただきましたけ

ども、まず人権問題については管理者層研修と、指導者研修、それとあと全職員に向けたｅ‐ラ

ーニング研修というのを実施させていただいておりまして、この間、当審議会からも様々なご意

見をいただいたりとか、後程また説明させていただきますけども、同和問題の有識者会議なり、

たくさんのご意見をちょうだいしました。もちろんその後いただいたご意見も十分に参考にさせ

ていただいて、できるものは令和6年度から実施させていただきましたし、今年度につきまして

も、昨年度からの宿題といいますか、人権のいろんな人権課題について学んでいくことも大切だ

けども、人権全般について、「人権の概念」について学んでいくことも大切だというふうなことで

ご意見を当審議会でいただいたと認識しておりますので、令和 7 年度の研修については、人権

課題の中の一つとして、「人権の概念」というのを入れて、同和問題と同じように、全職員を対象

として必須課題として、研修を受講させていくよう考えているところです。 

また、これも前回の審議会で意見をいただいたと思うんですけども、職員自身が自ら行動で

きる職員をめざすという、アクティブ・バイスタンダーということで、そういう職員を育成するこ

とが大事だとご意見もいただいたところですので、今年度につきましても、アクティブ・バイスタ

ンダーを取り入れて、職員の育成を念頭に置いた研修事業となるように今現在、検討をさせて

いただいてるところでございます。 

答えになっていますでしょうか、よろしくお願いします。 

 

廣岡 委員 

はい。ありがとうございます。なかなかすぐ一対一で効果が観測できるというものでないとい

うのはわかっておりますので、そういった取組みがこのいろんな、区役所とか、課から上がって

くるのが、底上げにつながることを期待しております。以上です。 

 

吉田 人権啓発・相談センター所長 

はい。ありがとうございます。 
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乘井 会長 

はい。ありがとうございました。時間の関係もありますので先に進めさせていただきたいと思

います。今の委員の意見も踏まえて事務局において、施策を進めていただければと思います。 

続きまして、議題の（2）「人権問題に関する市民意識調査の実施について」を事務局より説明

をお願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

 

浅井 人権企画課長 

人権企画課長の浅井でございます。それでは人権問題に関する市民意識調査の実施について

私のほうから、資料 4-1に沿ってご説明させていただきます。 

人権問題に関する市民意識調査、こちらは 5 年ごとに実施しているものでございまして、目

的といたしましては、市民の人権意識の変化、そして動向を経年で把握することにより、本市の

今後の人権教育や啓発等、人権施策の効果的な取組みのための基礎資料とすることを目的とし

て実施しているものでございます。調査対象につきましては、市内居住の満 18 歳以上の市民

2,000 人といたしまして、住民基本台帳から無作為に抽出をいたします。調査方法ですけれど

も、抽出しました 2,000 人の方に宛てて、紙の調査票を郵送いたしまして、調査票に直接回答

を書き込んで、そのまま郵送で返送していただくこととしております。 

また、今回から、調査票にリンク先を印刷しまして、オンラインでの回答もできるようにしてい

きたいと考えております。オンラインの回答との併用は今回から回収率の向上策として導入して

いきたいと考えているものでございます。前回、5 年前の調査では、2,000 人に調査票を郵送

しまして、726人の方から返送がございました。回収率としては 36.3％となってございます。 

次にスケジュールでございますが、まずこの夏から秋にかけて、設問の項目を検討してまいり

ます。検討にあたりましては、本日、審議会の皆様からご意見をちょうだいいたしまして、それを

踏まえまして、別途、有識者の実施検討会議を開催してまいりたいと考えております。この検討

会議のメンバーですけれども、点線で囲わせてもらっている部分ですが、統計学の手法にも精

通した社会調査の専門の方や、人権問題に精通する学識経験者の方3名で構成させていただき

ます。10月中には、設問の項目、調査票の構成の確定をしていきます。それで 2,000人の方に

実際に調査票を郵送しますのが、12月上旬頃を予定してございます。 

回収は 1 月、年明けぐらいを目処に回収していきたいと考えておりまして、今年度は、回答の

単純集計までを実施したいと思っております。次の年度、令和 8 年度には、検討会議のメンバー

の方に、詳細な、いろいろクロス集計なんかも用いまして詳細な分析をしていただくこととして

おります。詳細分析ということをしていきますので、設問の設定の段階から有識者の方に入って

いただくという形をとってございます。ちなみにこれまでの意識調査のときにもこういった同じ

ようなやり方で実施させていただいております。 

次に、裏面のほうを見ていただけますでしょうか。今日は皆様にご意見をいただく前提としま

して、基本的な考え方、設問の方向性として 4点お示しさせていただいております。 

まず 1 点目に、市民意識の動向と変化というのを経年で把握することがこの本市の調査の主

な目的でございますので、基本的には前回の質問項目を基本として調査したい、実施したいと

考えております。特に大阪市の人権行政推進計画の基本指標としております項目に関する質問、

例えば、「大阪市は市民一人ひとりの人権が尊重されているまちである」と思うか、といったよう
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な質問がいくつかございますけども、こういった基本指標にしている質問については基本的に

は経年をとるため、同じような聞き方をしていく必要があるかと思っております。 

2点目ですけれども、とはいうものの近年社会情勢というのは刻々と変化している中で、新た

に聞くべき質問項目があるのかどうかというところも検討する必要があると考えております。 

次に 3 点目ですけれども、逆に、例えばこれまでの調査で、一定の傾向が把握できたものな

ど、設問を廃止してもいいかどうか、廃止してもいい質問があるかどうかというところも検討す

る必要があると考えております。 

最後に 4 点目ですけれども、こういったことを踏まえつつ、回答者の負担軽減による回収率

の向上というところを意識した調査票を設計する必要があると考えてございます。 

資料 4-2 に、前回の調査票を参考につけさせていただいておりますけども、枝番も入れます

と、かなりの分量になってございます。やっぱりこの回収率をある程度確保したいと思っており

ますので、全体の設問の数っていうのも、結構重要になってくるかなと思っておりますので、こ

れも聞きたい、あれも聞きたいっていうのは出てきてるんですけども、そこはちょっと取捨選択

しながら考えていく必要があるかなというふうに思っております。 

今日は皆様に特にご意見をいただきたい点としまして、今の 4点のうちの 2点、上から 2つ

目なんですけれども、まず近年の社会情勢等を踏まえて、新たな設問の設定など、反映すべき事

項があるかどうかということにつきまして、皆様それぞれの専門の知見も踏まえて、ご意見をい

ただけたらというふうに思っております。もう 1 点が、最後の 4 点目なんですけれども、回答者

の視点に立って、調査票の構成をするための留意点ということにつきまして、こちらは専門の知

見ということだけじゃなくても、一般の市民の目線でもご意見をいただければありがたいなと

いうふうに思っております。 

以上、ちょっと簡単な概要の説明になりましたけれども、どうぞご意見のほうよろしくお願い

いたします。 

 

乘井 会長 

はい。ありがとうございました。今ご説明がありましたように、この調査というのは 5 年ごと

にされるということで、今年がその年に当たっているんですね。で、有識者による実施検討会議

で決めるんだけれども、皆さんのご意見をということで、特にご意見をいただきたい点というこ

とで、2 点挙げられてまして、近年の社会情勢等を踏まえて新たな設問の設定など反映すべき

事項の有無、それと回答者の視点に立った調査票の構成とするための留意点ということで、ご

意見を広くいろんな方からいただきたいということだと思います。この点いかがでしょう。 

私、会長なんですけど、ざっと読んでいまして、質問項目のところで新型コロナウイルス感染

症に関する人権問題っていうものが挙がっていてですね、これ多分 5 年前はすごく重要だった

と思うんですけど、5類に変わったということもあって、これはいつまでするのかなとか、単純で

すけども思ったりしてまして。皆さんざっとご覧いただいて素朴な意見でもいいかなと思います

ので、ご意見いかがでしょうか。 

はい、どうぞ、三輪委員。 

 

三輪 委員 
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ありがとうございます。丁寧な調査票をお作りくださってありがとうございます。問 2 ですが、

「1 から 20 の人権について関心がありますか」という設問ですけど、この設問への答えをどの

ように大阪市の施策として反映していくことになるのかがあまりよく見えないんですね。例えば、

人権の問題というのは、想像もしてもらえると思うのですが、マジョリティの人にはあまり関係

がない場合が多いです。深刻であればあるほど、そういう傾向が強くなるとも思います。一方で、

政府が重要と考えている人権問題は、いろんな方法で啓発がおこなわれたりポスターとかも作

られたりしますので、一定、関心も高くなると思います。 

例えばですが、この中の「18」の北朝鮮当局による拉致問題ですね。これに関する答えが出て

きたとして、また「16」の刑を終えて出所した人の人権、あるいはヘイトスピーチといった設問へ

の答えですね、これらに対し、答えを得たとして、その答えをどのように大阪市が人権施策とし

て反映させていくのかっていうことがあまりよく見えません。つまり、その時その時のいろんな

動向によって、「18」への関心はすごく上がるかもしれないのですが、一方「16」や「7」というの

は、そんなに上がらないかもしれません。ですが、だからといってこれらが重要ではないとは言

えないと思いますので、そのあたりはご検討いただくべきかと思いながら拝見しておりました。 

 

乘井 会長 

広く意見を求めたほうがいいと思いますので、一問一答ではなくて他にご意見とかがあれば

まとめてご意見いただければと思うんですけど、いかがでしょうか。どうぞ、高見委員。 

 

高見 委員 

はい、すいません。私もですね、本当に今お 2 人の委員が言われたところと同じところが気に

なってまして、まず問 2 のところですね。この問 2 のところで、広く聞かないといけないんだろ

うなっていうのはわかるんですけども、この項目が結構バラバラで、一体この結果に基づいてど

うするのかがわからないので、何とも言えないなというところが正直なところでして、この結果

で関心があるのが多いものを取り上げたいのか、少ないものを取り上げるのか、調査する前っ

て大体あらかじめこういうことを聞き出したいっていう大阪市としての考えがあるかと思うん

ですけど、その辺りがちょっとわからないので、非常に意見も言いにくいなというのを感じまし

た。 

で、細かいところで言うと、先ほどのコロナウイルス感染症の 13番とか、12と 13あたりは、

何かまとめてもよさそうな項目になるのかなというのは感じました。はい、以上です。 

 

乘井 会長 

どうぞ。 

 

浅井 人権企画課長 

ご意見ありがとうございます。この意識調査なんですけれども、本市の人権が尊重されるまち

づくりをめざしてっていうところの進め方の一つとして市民の方に参画いただいて一緒に作り

上げていこうというのがベースにございます。そういった中で、市民の方の、広く人権意識、ベー

スになってくるその人権尊重の意識ですとか、どういった人権の部分に関心があるのか、そうい
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った大きな傾向というところを経年でとらえていきたいというのが、まず基礎資料というところ

で思っております。ですので、個別具体的な個々の課題に対して直接的に施策の立案とかに反

映させるというよりも、大きな意識の傾向を見ていこうというところがねらいでございます。 

これから設問の設定っていうのを検討してまいりますので、今日いただいたご意見っていう

のはそのまま検討の会議にお伝えしまして、私どもも一緒に検討していきたいなというふうに考

えてございます。 

 

堀田 ダイバーシティ推進室長 

ダイバーシティ推進室長の堀田でございます。今の説明にちょっとだけ補足させていただきま

す。 

先ほど課長が申し上げたように、今後我々、人権啓発、人権尊重の社会をつくっていくのには、

市民との協働、それを基本に考えております。パートナーとして考えるときの市民の皆様の関心

がどこにあるのか、非常に関心が多い人がいればパートナーになる相手が見つけやすい。一方、

それについて興味関心がない人のほうが圧倒的に多ければ一緒にやっていきましょうというよ

りも前に、こういった問題があるんだよということを知ってもらう、そこからが始まり。そういっ

たところの差というところもこの中で見ていくということをしております。 

また、それぞれの施策のところで、担当課があるところには、この推進本部を通じてこの内容

もフィードバックし、どういった啓発、教育、そういったそれ以外の取組みも含めて進めていくの

かって見ていこうと思っておりますので、また具体的にどのように活用できるかということも、

先ほどいただきましたご意見を踏まえまして、また施策担当課のほうにもフィードバックしてい

きたいと思っております。貴重なご意見ありがとうございました。 

 

乘井 会長 

はい、ありがとうございます。まだ時間はあります。どなたかご意見ありませんでしょうか。 

どうぞ。 

 

塩中 委員 

はい、ありがとうございます。18 歳以上の方 2,000 名の方にランダムに質問されていると

いうことでした。年齢差であったり、例えば 80 歳代の方だったらご存じの人権問題等ですが、

二十歳（はたち）の方々であればそのような言葉も知らないような人権問題等もあると感じまし

た。ハンセン病に関しては大方解決に向けて進んでいるという社会事情もあります。さらにどう

思いますかと質問で聞かれると、やっぱり時代の流れっていうのがある中で、こういったことに

関してどう思われますかって言われると、「昔、そういえばおじいちゃんがそういうふうな話をし

ていたな」、「自分も大切だと思う」、「まさにそうは思わない」とかっていうような形では答えら

れるんでしょうけれども、80 歳代の方と二十歳の方の世代間の違いの中でのものをどのよう

に反映されるのかなと感じました。 

また、二十歳の人には自分たちは人権問題等はもう終わってると思ってるのに何かまた調べ

て、こういうことがあるんだ、例えば、同和問題って今までは言われなかったのに、「あなたは同
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和地区の出身ですか」みたいな話に進むとかっていうような危険性もあるのかなあと感じたの

で、その辺ちょっと聞きたいなと思ってました。以上です。 

 

浅井 人権企画課長 

ありがとうございます。年代別での答えの違いっていうところも、翌年度の分析の中でいろい

ろ属性とのクロス集計なんかもしまして、専門の有識者に分析をしていただいて、そこから見え

てきたところを施策の参考としていきたいなというふうに考えております。同和問題に関しまし

ても、これまでの調査の中で、まだやはり忌避意識っていうところがまだ残っているということ

も明らかになっておりますので、本市としましては引き続きその辺りの理解促進ということは、

きちんとやっていかないといけない重要な課題の一つだということで考えてございます。 

 

乘井 会長 

ここの会場に参加の方で、この議題についてご意見はないでしょうか。はい。 

 

廣岡 委員 

すいません廣岡です。前回の調査の分析のものを昨日急いで読んだりしたんですけれども、

前回の調査結果の回答の中でも、同和問題に関する設問の比重が大きいことの違和感の表明と

いうのは回答者の中にはあるわけですけれども、そもそもこの調査そのものが同和問題に関す

る市民意識調査から出発して、そこから取り組む課題を広げてきたという調査の経緯もありま

すし、先ほど浅井課長から回答もありましたけれども、見えにくくなっているからないというわ

けではなくて、普段見えにくくなっているものをどういう形でこういう調査の中で市民の意識状

況をつかまえていくのかということも一つ課題だというふうに考えています。 

マイクを持たせてもらったついででお伺いしたいんですが、ここで必ず答えてもらう必要はな

いと思いますけれども、回答率が下がってきているってことで、オンラインで回答もできるよう

にするって話が一点ありましたが、例えば 2,000のところを 3,000にすれば回答率が下がっ

ても回収できる数は増えるわけですけれども、そういった議論っていうのはないんでしょうか。 

 

浅井 人権企画課長 

ありがとうございます。そもそもどれだけの方に調査票を送付したらいいかというところなん

ですけども、このあたりすいません、予算の関係とかもございますのと、あと、統計学的に申しま

したら、母集団、今回この調査で言いましたら大阪市民約 280 万人という中で、サンプル調査

になりますので、どれぐらいサンプルが集まればいいのかということでいいますと、この大阪市

のパターンに当てはめますと、大体 400 ぐらい集まれば、誤差が 5％以内に収まってくるって

いうような、そういったことになってございまして、それでいきますと前回の調査、36％ぐらい

の回収率で 700 人強集まっておりますので、統計学的に言えばサンプル数を確保できるのか

なというふうに思っております。 

ただプラスで、ちょっと書いてなかったんですけども、期間中、1 か月ちょっとぐらい取ろうと

思うんですけども、その間に、なんていうんですか、催促っていうとあれなんですけども、2 回ほ
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ど、「まだの方はよろしくお願いします」っていうようなはがきを送らせていただくことも考えて

ございますので、そういった形で進めたいと思っております。 

 

乘井 会長 

はい、ありがとうございます。先ほど吉田委員が挙手されたのでどうぞ。 

 

吉田 委員 

よろしくお願いいたします。吉田です。やはり第一印象としては非常に髙負荷な調査だなと。

一言で言うと、面倒くさい調査だなと感じる方が多いのではないかなと思います。逆に言えば

丁寧な聞き方をしてるってことなんですけども、実際に最後まで回答、前回回答された 36％が

極めて人権意識の高い人が最後まで回答してくれているということだと思うので、多分市民意

識からはかなり乖離した数字が出てしまっているのではないかなということが、すごく個人的に

は懸念されます。 

なので、設問自体を減らすことも整理することもそうですし、それぞれの項目の数も、やはり

整理する、丁寧に腑分けしていく方向性よりは、やはり整理して実際の意識に近い数字をめざし

ていくっていう方向性のほうがいいのではないかなと個人的には感じました。 

あともう一つなんですけども、先ほどの人権の取組み、各区役所でやられていることにもあり

ましたが、やさしい日本語、フレンドリーな日本語というのがあって、結構これはアンフレンドリ

ーだなって感じるんですよね。なので、例えば外国の方がこれ見てどうだろうかっていうのは、

やはり外国の方にやさしい日本語っていうのは日本人にもやさしい日本語なので、そこは有識

者の、これ作るときにも有識者の会議の方が入られるんですかね、なので、その時にご検討をい

ただけたらなというふうに思います。 

あとは、個人的に気になったのは、例えば前回の調査の 3 ページ 4 ページのあたりを見ます

と、用語解説みたいなのが出てるんですね。同和問題とは何か、LGBT とは何かみたいな用語

解説が出てるんですけども、これを知って回答するっていうことの意味みたいなものをやっぱり

再検討したほうがいいんじゃないかと。 

なので、例えばこれを見て、「知り合いの○○さんって、あれって LGBT っていうんだ」と思っ

て回答する人もいるし、「知り合いの○○さんは LGBT ではない」と思っている人は、LGBT の

問題を自分ごとではないと思って回答しますよね。どちらかというと、この調査の中で初めてあ

る言葉を知って、「自分が接したなにかの事例というのが、それぞれここに該当したんだ」という

ことに気づいて知ってもらうことには、この市民意識調査としての役割はないような気がするん

ですね。なので、もう言葉なくて、例えば同和問題って何か知らないとか、LGBT なんて聞いた

こともないっていう人はもうその前提で書いてもらえればいい。だから、「LGBT について関心

がありますか」っていったら、LGBTって何だろうって調べるのではなくて、もうわかんないって

回答してもらったほうが、実際の数値には近いのではないかなと思います。 

この調査の中の丁寧な用語解説、説明は、「小さな親切、大きなお世話」、いっそ無い方が良い

ものになってるんじゃないかなっていう気持ちが個人的にありますので、ちょっと構成について

検討いただけたらと思います。今、ご回答いただく必要ありません。 
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乘井 会長 

はい。ありがとうございました。いろいろご意見が出てますが、オンラインで参加のお二方、も

し何かご意見があればと思いますが、よろしいですか。いかがでしょう。よろしいですかね。 

はい。何かご説明か何かありますか。よろしいですか。 

 

浅井 人権企画課長 

本当に貴重なご意見ありがとうございました。今、吉田委員おっしゃっていただきましたよう

に、これ、本当に市民の実態を把握したい、意識の傾向を把握したいということですので非常に

貴重なご意見と思っております。また、今日いただいたご意見はすべて検討の会議にそのまま

お伝えさせていただきまして私どもも一緒に検討していきたいと思います。 

 

乘井 会長 

はい。ありがとうございます。他にご意見がなければ、ありますか。はい。どうぞ。 

 

廣岡 委員 

たびたびマイク握らせてもらってすみません。廣岡ですが、問 5 なんですけどね 7 ページの、

僕も授業でこういった設問、「大阪市ではこうなんだよ」とか、「尼崎市でこうなんだよ」とか紹介

したりするんですけれども、自治体によってその調査によっては、これは本人と、自分のこども、

孫のときどうなのかみたいに切り分けて 2 つ質問しているものがあって、そうすると自分のこ

とであればそんなの割に気にしないけれども、こども、孫になるとこれ気になるっていう数字が

増えるみたいな、そういう調査結果は出てきたりしています。 

先ほど吉田委員から、できるだけ質問の数は減らしてシンプルにしたほうがいいんだってい

うご発言もあったので、増やせともなかなか言いにくいんですけれども、もちろん有識者の設問

を考える側では議論されてるんだと思いますけれども、ちょっと気になったというか、そうして

もいいんじゃないかという気持ちもありますということだけはお伝えをしておきます。はい。以

上です。 

 

乘井 会長 

はい。ありがとうございました。じゃあこの議題はこのあたりでということで、次に進めさせて

いただきます。 

続きましてですが、報告（1）の大阪市こども計画の策定と、こどもの権利を保障する取組の推

進について、ご報告をお願いしたいと思います。 

 

中村 こども青少年局企画課長 

こども青少年局企画部企画課長の中村と申します。よろしくお願いいたします。私からは、「大

阪市こども計画の策定と、こどもの権利を保障する取組の推進について」、資料の 5 ですかね、

に沿ってご説明させていただきます。着座にて失礼いたします。 

それでは、資料の 1 ページをご覧ください。まず、大阪市こども計画の背景と趣旨についてで

ございます。上段の上から 7 行目あたりのところにございますが、本市ではこの間、「大阪市こ
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ども・子育て支援計画」というものを策定いたしまして、包括的な視野から総合的なこども・青少

年や子育て支援に関する施策を推進してまいりました。令和 5 年には、こども施策を社会全体

で総合的かつ強力に推進していくための包括的な国の法である「こども基本法」と、その基本的

な方針等を定めた「こども大綱」が閣議決定されております。この「こども基本法」第 10 条にお

きまして、市町村は、国の「こども大綱」および「都道府県こども計画」を勘案して「市町村こども

計画」を策定するという努力義務が課せられておりまして、本市としましても、記載の 4 つの法

律に基づく計画を一体のものとして「大阪市こども計画」を、令和7年 3月の時点で策定させて

いただきました。計画期間は、令和 7年 4月 1日から、令和 12年 3月 31日までの 5年間と

しております。計画の対象は、すべてのこども・若者と子育て当事者を対象としております。 

次の 2 ページをご覧ください。計画の基本的な考え方といたしまして、計画の基本理念や計

画がめざす「大阪市のまち像」を記載しております。基本理念につきましては、「こども・若者の笑

顔と個性が輝き、子育てに喜びを感じるまち・大阪へ」といたしまして、次代の大阪を担うすべて

のこども・若者が、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、ひとしくその権利の擁護が

図られ、安全で安心な環境の中で、生きる力をはぐくみながらともに育ち合い、個性や創造性を

発揮し、いきいきと自立できる社会、こどもを生み、育てることに安心と喜びを感じることので

きる社会を、市民、団体、企業等と協働し、社会全体で実現することにより、誰一人取り残すこと

なく、すべてのこども・若者が身体的・精神的・社会的に将来にわたって幸せな状態（ウェルビー

イング）で生活を送ることができる「こどもまんなか社会」の実現につなげていくということにし

ております。 

下段は計画がめざす「大阪市のまち像」、これは 10 年から 20 年後の最終的にめざすまちの

状態を示したというそういう形になっておりますが、記載のとおり 3 つの柱立てとしております。 

次のページ、3 ページのほうをご覧ください。本計画の策定および推進にあたりまして、8 つ

の重視する視点を記載しております。これまでの、先程申し上げたこども・子育て支援計画のと

きにも重視する視点というのは設定してまいりましたが、今回そこにある 3 つ目、「こどもがひ

としく健やかに、幸せな状態で成長することを重視します」という視点を今回新たに追加いたし

ました。こどもの現在と将来が、生まれ育った環境によって左右されることなく、こどもがひとし

く健やかに、幸せな状態で成長することを重視するということを、改めて示させていただいてお

ります。 

次のページをご覧ください。計画の 5 つの基本方向についてご説明いたします。こどもは、乳

幼児期から学童期・思春期、青年期というライフステージを通じて成長していくことになってお

りますので、ライフステージに応じて切れ目なく対応し、支援する、という考え方のもと、全体の

構成を行っております。本計画が、すべてのこども・若者と子育て当事者を対象と規定していま

すことから、基本方向につきましても、基本方向 1 がこどもの誕生前から乳幼児期まで、基本方

向 2 が学童期・思春期、6 歳から 18 歳未満まで、基本方向 3 が青年期、18 歳からおおむね

30歳未満としまして、基本方向4は、すべてのライフステージに関わるテーマ、例えば児童虐待

でありますとか貧困対策、また外国につながるこどもの支援であったり、ヤングケアラー等をこ

ちらでまとめております。基本方向 5 は、子育て当事者への支援という形になっております。こ

ちらの基本方向 4、すべてのライフステージを通して縦断的に取り組んでいくという支援策、こ

の中に、「こどもの権利を保障する取組の推進について」というテーマを位置付けさせてもらっ
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ております。本計画は、すべてのこども・若者がひとしくその権利の擁護が図られるということ

を基本理念としておりますので、広くこども・若者の権利を保障するという観点で位置付けた項

目となっております。 

5 ページのほうをご覧ください。こどもの権利を保障する取組の推進につきまして、具体的な

施策の事例をここでご紹介させていただきます。まず、「こども・若者の声」につきましては、大阪

市内在住のこどもや若者から、本市の「こども施策」について、思っていること、感じていること

など、さまざまな声を募集しております。令和 5 年 8 月から受付を開始いたしまして、これまで

に 117 件の声をいただいたところでございます。これにつきましては、一件一件お返事をする

という取り扱いではなくて、いただいたご意見を総括しまして、お答えをホームページで公表し

ておる形になっております。 

次に、「こども・若者に関わる施策検討におけるこども・若者の参画及び意見聴取の取組」につ

きましては、こども基本法第 11 条の理念、こちらにつきましては、「国及び地方公共団体は、こ

ども施策を策定するに当たっては、こども又はこどもを養育する者等の意見を反映させるため

に必要な措置を講ずる」という規定となっております。そういう趣旨に基づきまして、現在こど

も青少年局が所管する審議会でございます、「大阪市こども・子育て支援会議」にこども・若者委

員を現在2名委嘱させていただいております。お二方とも大学生の方でいらっしゃいます。また、

もう一つの当局の審議会であります「児童福祉審議会」につきましても、条例改正を行わせてい

ただきまして、定員増を行っておりますので、今後こども・若者委員の委嘱を行っていく予定と

なっております。 

次に、社会的養護と一時保護所で生活するこどもの権利擁護の推進についてです。こちらに

つきましては、令和 6年 4月 1日施行の改正児童福祉法によりまして、児童相談所長が行う措

置等の決定時に、こどもの意見聴取等を行うということが義務化されたことに伴って制度化さ

れたものです。施設等で生活しているこどもに対して、そのこどもの日常生活に関することであ

ったり、措置等につきまして、こどもが十分に理解できるように説明して、またこどもの意見を

聴きながら、意向を十分に尊重した上で、こどもの最善の利益につながる決定をする。また、こ

ども自らの意思、意見を表明する機会を保障して、こどもの意見形成・意見表明等を支援すると

いうものでございます。これにつきましては、児童福祉審議会の中に「こどもの権利擁護部会」と

いうものを設置いたしまして、児童本人や施設等からの意見聴取を行っておるところです。また、

こどもの権利擁護環境整備事業といたしまして、こどものアドボカシーといいまして、意見や権

利の代弁の専門性を有する意見表明等支援員という方に、施設等に一時保護、又は措置されて

いるこどもを定期的に訪問していただきまして、そこで意見表明等を支援し、関係機関等に対し

て代弁等を行うことで、こどもの権利擁護を推進するという取組みとなっております。 

以上のように、本日は、大阪市こども計画と、こどもの権利を保障する取組についてご紹介い

たしました。こども青少年局といたしましても、さまざまな施策を組み合わせながら、市全体で

一丸となって「こどもまんなか」の社会が実現できるよう努めてまいりますので、今後ともよろし

くお願いいたします。以上でございます。 

 

乘井 会長 
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はい。ありがとうございました。ただいま、こども青少年局の企画課長から、大阪市こども計

画の策定と、こどもの権利を保障する取組の推進についてということでご報告を受けました。た

だいまの報告についてご質問がございましたらお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。

はい。 

 

三輪 委員 

丁寧なご説明大変ありがとうございます。このこども計画、そして、こどもまんなか社会の実

現は非常に素晴らしいことだと思いますし、大阪市の状況を考えますと、大阪府下の他の自治体

と比べて、これに関し、市民意識として課題が多いこともつくづく認識しておりますので、ぜひ進

めていただきたいと思っております。 

その上でですが、3 ページ目の重視する 8 つの視点、どれもすごく重要だと思いますが、ここ

からは、ちょっと見えてきにくいことがあります。それはこの8つの視点を重要とする背後には、

それぞれに克服しないといけない課題があって、これらの 8 つの視点が出てきていると思うの

ですが、では何を解決するのか、何を克服するのかという点が見えてこなくて、どれも全く異論

はないものの、何をやればこれらが実現したと言えるのかが、この計画から見えてこなくて、そ

れに関しては、聞いていて、もどかしさを感じました。 

一方で、外国籍のこどもについて言及されていて、そして、こどもの権利について言及されて

いることは、非常に素晴らしいと思って聞いておりました。例えば外国ルーツのお子さんに関し

ては、日本国籍のこどもと外国ルーツのお子さんを比べると、外国ルーツのお子さんは特別支

援学級に入っている割合が有意に高いというデータを文科省は発表しております。こういうこと

を考えると、外国にルーツがあるお子さんが、日本社会でその能力を伸ばすための教育を受け

られていないのではないかと考えざるをえない部分があります。ですので、ぜひその辺りも課題

として、取り組んでいただきたいと思っております。 

「こども・若者の声」なんですが、117 件の声を受け付けたとご報告してくださっていて、重要

な取組だと思うのですが、どんな声だったか、内訳がもしわかっておられましたら教えていただ

きたいと思っています。 

加えて、支援会議なんですが、こどもは 2 名ということで、全員が何名なのかということもあ

りますが、感触としては少ないと思います。いろんな会議に女性が入るようになってきたときに

言われたことですけれども、遠慮なく自分たちの意見が言える環境かどうかということが、こど

もとカテゴライズされる方が入っていることの意義だと思うんですね。ですので、入られている

ことは素晴らしいと思うのですが、十分に自由に意見が言えて、そしてそれを聞いてもらえる環

境かどうかということです。その観点からいうと、もう少し大胆な取組みをされていいんじゃな

いかと思っていて、たとえば夏休みのこども会議とかですね。国会でもこども議会ってやってい

ますが、そのように、こどもが自由に意見を言える場というのをもう少しプロアクティブといい

ますか積極的な形で、支援会議にこどもを入れるということよりも、こどもが自由に意見を言っ

ていいんだよという場をつくられると、見えていなかったような意見がどんどん出てきて、本当

にこどもまんなか社会ですね、これに向かって良い実践になるのかなと思いながら聞いており

ました。ご参考になれば幸いです。 
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乘井 会長 

はい。ありがとうございました。今、三輪委員から。あ、じゃあ。まとめてがいいですかね。じゃ

あ、佐藤委員。 

 

佐藤 委員 

すいません。佐藤です。これ読んで素晴らしいなとは思うんですけど、大阪市は一体じゃあ何

をするんだっていうのが見えない。例えば、今、教員の働き方改革で、午後 5 時以降、家庭訪問

をあんまりしないようにしろっていうと保護者に会う機会がどんどんなくなる。じゃあ保護者と

会う教員を雇用していって学校に加配するから、こども子育て安心して育てていきましょうって

いうふうにするのか。経費かけずにいいことはいっぱい書いておられるけど、例えば最後の一時

保護のこどものこともそうですけど、一時保護してもらうまでが大変なんですよ。保護者の承諾

とこどもの承諾がないと、一時保護できない。だけど、母子分離を前提にして、こどもの権利を

守っていこうとしていくんやったらいいなあとは思いますけど、結果やっぱり保護者があかんっ

て言うたら一時保護できませんよっていう現状が残るんであれば、書いてることが素晴らしい

けど、本当にこどもの権利を守るっていう強い姿勢が見えないんです。その辺はどうなんでしょ

うか。 

 

乘井 会長 

はい。今、三輪委員と佐藤委員からご意見と、ご質問が両方あったと思うんですけど、お答え

できる範囲でよろしくお願いします。 

 

中村 こども青少年局企画課長 

はい。様々なご意見ありがとうございます。ちょっと、全部網羅して答えられるか自信はない

んですけど、今思っているところから順番にお答えできればと思っております。 

三輪委員おっしゃいました、重視する視点の裏にある課題は、まさにおっしゃっていただいた

とおりこれまでこども・子育て支援計画とかも含めまして、主に保護者、親に対して、焦点当てた

施策をやってきてるのは事実かなと思います。ですので今後、国の方向も踏まえてこどもに着目

した施策をしていかなければならないとなったときに、やはりそのこどもの意見って実際どうや

って聞くんだっていうのは、かなり難しい問題なのかなあと思っております。「こども・若者の声」

の内訳なんですけれども、やはり小学生・中学生のお子さんの声であれば、学校に関することと、

公園、遊び場に関することの意見が多いです。ただ、やはりこどもの保護者として、保護者さん

からいただいている声のほうが数としてやっぱり多いです。学校に関することであれば、給食の

量が多い少ないとかそういう話は、おそらくお子さんが答えているんだと思われるんですけれ

ども、保育所での保育料の話であったりとかそういうことであれば、こどもが答えているとは思

いにくいので、そういう意味でいきますと 117 件すべてが小学生・中学生から直接いただいた

ご意見でないというのは事実です。ですので、おっしゃいました、どういう形で、こどもの声、ま

た外国籍の方も含めて当事者である方々の意見をどうやって聞いていくかというのは、課題と

して認識してるところでございますので、またいろいろ考えながら、そこは進めていこうかなと

思っているところです。また、夏休みのこどもの声を聞くっていうことであれば、大阪市会では
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こども市会ってのをやられておりますので、そのあたりのところも踏まえながら、我々としてな

にができるかは考えていかないといけないかなと思っておるところです。 

また、大阪市が何をするのかという次のご質問なんですけれども、ちょっとその前に、一時保

護の話が出てまいりましたけれども、ちょっとそこは児童虐待のところは非常に難しいところで

はあります。私が直接担当ではないところがあるので、答えられることでお答えさせていただき

ますと、大阪市のこども相談センターもなかなか定員がいっぱいで、キャパシティをかなり超え

ている状態でした。ですので一時保護しなければならないのになかなかすることは、緊急的な一

時保護は絶対するんですけども、そうじゃないところでの、いったん母子を分離して、それでうま

いこといくかどうかということを試すための一時保護もなかなかできにくかったところがござ

います。ただそれを、こども相談センターを増やすという取組みも進めておりまして、もう間もな

く 4 館体制になるというところで進めておるところですので、そういうこともしながら冒頭申し

上げましたこどもの視点でどうやって施策を打っていけるかというのを中心に考えていかなけ

ればならないのかなとは思っているところでございます。答えになっているかわからないです

けれども、以上でございます。 

 

乘井 会長 

ありがとうございました。時間の関係もありますので、ただいまの委員からの意見とか質問を

踏まえて、施策に反映させていただければと思います。 

続きましてということで、報告の（2）の「大阪市多文化共生指針に基づく行動計画について」

と、報告（3）の「第 12回大阪市同和問題に関する有識者会議について」、続けて事務局よりご報

告をお願いしたいと思います。 

 

宮之前 多文化共生担当課長 

すいません。市民局多文化共生担当課長の宮之前です。よろしくお願いいたします。 

資料 6をご覧ください。大阪市多文化共生指針に基づく行動計画について、ご説明させてい

ただきます。まず大阪市の現状なんですけれども、右肩に資料 6とあるページの下に折れ線グ

ラフが見えるかと思います。真ん中あたりでへこんでるところがあると思いますが、これがちょ

うどコロナの時期になっております。で、そのコロナの時期を境にですね、左と右でこのカーブ

が急激に変わっているのが見て取れると思います。これ何かと申しますと、大阪市の外国人住民

数の推移でございます。で、一番右端の数字がですね、2024年、令和 6年 12月末の数字で

18.9万人となっております。その 3ヶ月後の年度末には 19.5万人まで増えているところで

す。上のほうですね、2行目真ん中あたりにこの令和 6年 12月末現在では、160の国と地域

を出身とする方々が大阪にいるということで、この国と地域の定義なかなか難しいですが、参考

となるものとして、国連加盟国があるかと思うんですが、193であることを考えますと、かなり

の数の方々が大阪市内にお住まいになっていることがわかるかと思います。 

2つ目なんですけれども、もう一つの特徴がですね、この 10年前がですね、6割以上は韓国

籍あるいは朝鮮籍の方だったんですけれども、数、割合ともに減少傾向が進んでおりまして、現

在は 3分の 1程度になっております。変わってですね、ベトナム、ネパール籍の方の増加が顕著

で、ここ 10年でいずれも 20倍以上に増えているところでございます。 
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では、次のページをご覧いただけますでしょうか。大阪市では、「多文化共生指針」というもの

を作っております。令和 2年 12月に策定しておりまして、目標としましては多文化共生社会の

実現というのがございますが、それをめざしまして、4つの視点を踏まえて 6つの基本的な方

向性を示した指針となっているところでございます。この指針に基づく取組みを、行動計画とし

て取りまとめております。この行動計画でございますが、下の 6つの基本的な方向性に基づい

て、全所属で毎年更新しているところです。 

次のページをご覧ください。この行動計画の説明なんですが、行動計画全体を説明すること

になりますと、毎年、PDCAを回して更新することになっておりまして、全所属でやっているも

のですから 100ページを超えるものになります。ということで、またホームページで公表してお

りますので、そちらをご覧いただけたら幸いでございますが、本日はですね、こちらの中から基

本的な方向性ごとに整理しました「主な取組み」につきまして、基本的に各所属で継続的に実施

できているものにつきましては、説明については省略をさせていただきまして、主に新規取組み

として追加された取組みを中心に説明させていただきたいと思っております。 

では、一番上ですね、「1 多様な言語・手段による情報提供、相談対応の充実」の主な取組み

としまして、「外国につながる市民への情報発信の充実」につきまして、行政情報の多言語化・や

さしい日本語化による情報発信等を行っている他、市民局におきましては、株式会社 YOLO 

JAPANさんとの事業連携協定による情報発信を行っており、加えまして、令和 6年度より、こ

の赤字のところですね、大阪市税にかかる猶予関係書類の多言語化、住之江区役所において町

会加入促進チラシの多言語版をホームページ等に掲載する、それから令和 7年度から新たに旭

区役所において、「あさひファンフェスタ」などのチラシをですね、イベントのチラシを多言語化し

ているというようなことを行っております。 

続きまして右側、「相談窓口の充実」につきまして、基本的に各所属におきまして、従前の取組

みが継続されておりまして、窓口対応や、各種相談事業におきましては、多言語音声翻訳アプリ

や三者通話の活用による多言語対応などを行っており、加えて令和 7年度、新たに全区役所に

専用端末型の多言語翻訳ツールを配布いたしまして、局区問わず必要な所属にアプリ型の多言

語翻訳ツールの導入を進めておるところでございます。 

続きまして、「窓口対応スキル及び多文化共生に関する知識の向上」につきましては、全所属

を対象としました、「やさしい日本語」研修の実施をしております。職員の知識、スキルの向上を

図ることを目的に、全所属延べ 200人の職員の参加のもとで、基礎・応用・書き換え演習編と、

体系的なカリキュラムでの研修の実施をしたところでございます。 

続きまして、「2 日本語教育の充実」でございます。「日本語学習の機会や場の充実」でありま

したり、「日本語教育環境充実のための体制づくり」でありましたり、「地域活動への参加・参画に

つながる地域識字・日本語教室活動の実施」というところを行っておるんですが、新たに令和 7

年度から、外国につながる若者等に対し安心できる居場所となるような教室づくりを試行的に

実施したところでございます。 

次のページ、3番としまして「外国につながる児童生徒への支援の充実」といたしまして、「多

文化共生教育の推進」、「母語・母文化の保障のための取組」であったり、「日本語指導などの学

習支援の充実」であったり、「保護者・家庭への支援」、あるいは「中学校夜間学級」、こういったも

のを継続して、ここについては引き続き取組みを進めているところでございます。 
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続きまして次のページになります。4としまして「災害に対する備えの推進」についてでござい

ますが、「防災知識の普及・啓発」というところにつきまして、これまでの取組みを継続して実施

しているとともに、浪速区と西淀川区におきまして、令和 6年度から新たに多言語版の防災マ

ップを活用しております。続きまして「災害時の情報提供の充実」、「災害時の支援体制の整備」

につきましては、引き続き実施してまいるというところでございます。 

次に 5番としまして「健康で安心して生活できる環境づくり」についてでございますが、「公的

年金・公的医療保険」、「福祉」、「保育」、「保健サービス・公衆衛生」、「医療・救急」、「住宅・就労」、

「留学生への支援」、これらそれぞれの取組みについては引き続き実施しております。その中でで

すね、福祉の部分で特徴的な取組みといたしまして、西成区におきまして、多国籍の方が地域で

共に暮らすことについて考える地域福祉フォーラムを開催いたしました。 

次のページをご覧いただきます。6番「多文化共生の地域づくり」についてでございますが、

多文化共生についての市民理解の促進」としまして、旭区におきまして令和 7年度ですね、多文

化交流お助けガイド「何でも聞いてや！」を庁舎内に常時常設配架するとともにですね、旭区の

ホームページにも掲載をしております。また「生活ルールについての理解促進」につきまして、引

き続き放置自転車であったり、ごみの分別のパンフレットの多言語化の取組みを実施しておりま

すし、また、「多文化共生のための啓発」としましても多文化共生の啓発でありましたり、「外国人

コミュニティやボランティア団体等が活動しやすい環境づくり」につきましても、引き続き、市民

セミナーや NPO等とのネットワーク連携事業等を実施しております。また、「外国につながる市

民が活躍できるまちづくり」におきましては、市民局におきまして、令和 5年度から令和 6年度

にかけまして、外国につながる市民と地域住民との相互理解、つながり・交流を生む取組みを進

めまして、その際にですね、地域住民の方々が外国人住民の方々とどのようにすればうまく交流

することができるかといったものも、ノウハウの蓄積を行いまして、他の地域でも汎用的に活用

できるような基本的な取組み手法を取りまとめて、「多文化共生にかかるエリアプログラム支援

事業」というのを実施しております。令和 7年度以降はですね、4つのモデル地域で行ったんで

すけども、それ以外の地域での横展開というものに取り組んでいるところでございます。で、「市

政への参加」に関しましては、市民局におきまして先ほどのエリアプログラムに先立ちまして、有

識者からの意見聴取を行いましたほか、エリアプログラムの中でもヒアリングやアンケート調査

の実施をしております。「公務員への採用」ですが、引き続き外国籍の方々への受験機会の周知

の充実を図るため、採用試験の実施に際しましてやさしい日本語を活用して外国籍の方の受験

が可能な旨を、採用案内ホームページに活用しております。以上が行動計画の説明となります。 

次のページを見ていただけますでしょうか。先ほど出てまいりました、市民局で執り行いまし

た「多文化共生にかかるエリアプログラム支援事業」なんですけれども、4つの地域、ここに二次

元コードが出てるんですが、港区、浪速区、生野区だけ 2つになってますが、生野区と西成区、

この 4つのモデル地域で取組みを実施してまいりました。例えば、真ん中に外国人住民の方、こ

ども神輿なんですけども、このこども神輿の上に乗っているこどもさんが、これまで日本人のお

子さんだけだったところですね、理由をお聞きしたら学校を通じてチラシを配架してるそうなん

ですけれども、それが日本語のチラシだったんですね。お神輿に乗るので大変危険ですから、保

護者の方も同伴でないと許可が出ないんですけれども、これを多言語で作らせていただけない

かということで、多言語で作らせていただきまして、今回は中国人のお子さんとナイジェリア人
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のお子さんがお神輿に乗りまして、学校の先生にも喜んでいただけたと。神輿を担いでいる人

もですね、近くの企業の方が参加されまして、そこの方がですね、技能実習生のインドネシアの

方を連れてこられて、もともと住んでいるスペイン人であるとか、多国籍でお神輿を担ぐという

ような、ちょっと珍しい取組みもございます。こういったですね、普段やってる取組みにどういう

ふうに多文化共生を進めていけばいいのかっていうので、ちょっとした工夫で交流を持てるよ

というような、そういうノウハウを取りまとめたものを、動画として取りまとめているのが、この

二次元コードになっておりますので、またお時間がある時に見ていただければと思います。 

次のページを見ていただければ、これも How to 小冊子という形で取りまとめてですね、地

域に配架させていただきまして、ご説明を今しているところで、ほぼ全区役所回れたんですけど

も、あと 7 月に 3 区役所残っているところでございます。また次のページですね、こちらすべて

含めまして、大阪市多文化共生のまちづくりという形で、ホームページに掲載しておりますので、

先ほどご紹介しましたエリアプログラムの取組みを含めましてぜひご覧いただければ幸いです。

説明は以上でございます。 

 

市田 共生社会づくり支援担当課長代理 

市民局共生社会づくり支援担当課長代理の市田でございます。私の方から引き続きまして、

第 12 回大阪市同和問題に関する有識者会議についてご報告をいたします。着座にて失礼いた

します。 

それでは、資料 7‐1 をご覧ください。本有識者会議は、同和問題（部落差別）における現代的

な課題の解決に向け、本市の状況に応じた課題などについて、同和問題に精通する方や有識者

の方からご意見をお聞きすることを目的として開催しております。今回の有識者会議は、「職員

人権研修の充実・強化について」を議題に、書面開催にて本年 4 月 28 日から 5 月 15 日の間

に意見聴取を行いました。今回の意見聴取者につきましては本有識者会議のメンバーというこ

とで、資料 3 に記載の 9 名の皆様でございます。本日は各メンバーからいただきましたご意見

についてご報告いたします。 

それではまず、議題「職員人権研修の充実・強化について」でございます。議題「職員人権研修

の充実・強化について」では、本審議会においていただきましたご意見を踏まえまして、本市に

おいて研修内容の見直し、改善を図った点および本年令和 7 年度以降の研修の取組みについ

て、取りまとめた資料 7-2 をもとに、ご意見をいただきました。いただきましたご意見につきま

しては、事務局の側で内容別に「研修内容について」、「職員の人権意識の把握について」、「研修

全般について」の 3つに分類いたしております。 

まず、「研修内容について」といたしましては、主に次のようなご意見をいただきました。「全職

員向け研修に、部落問題に関する内容を組み込み、地域の事情に精通した方や当事者と直接対

話する機会を設けていただきたい」、「区役所などにおいて、フィールドワークを行っているので、

局内でも部落問題に関する人権研修やフィールドワークを企画・実施すべき」、「差別をしないよ

うにする研修から、周囲が差別を許さない環境をつくるために、具体的な差別事例（マイクロア

グレッションを含む）に遭遇した場合にどうするのか、考える研修に見直しを進めることが必要」、

「アクティブ・バイスタンダーになれる研修の早期導入を各種研修場面で求められる」、「行動変

容をテーマとした参加型学習（職場で事象があったときの行動に関する研修、アクティブ・バイス
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タンダーになる研修など）や差別を作らない環境づくりの研修などは、受講者の職場づくりのヒ

ントになるものを提供することを通じて、人権を学ぶことの大切さやメリットを感じるものにな

ればよい」、「人権の基礎的な概念等の学びも人権を学ぶことの大切さやメリットを感じられる

ものになるとよい」、「具体的な事例をとおして、差別事象に居合わせた時に「アクティブ・バイス

タンダー」になれる研修がひとつのキーポイントで、それには職場でのハラスメント防止策や対応

策が参考になるかもしれない。研修単体で考えるのではなく、組織的な対応体制づくり等と有機

的に関係づけていくことも重要」、「有識者会議で（以前）出た「当事者と向き合う」「フィールドワ

ーク型の研修」「差別事象においてアクティブ・バイスタンダーになれる」など、具体的な意見は今

後の取組みに生かさないのか」、それから「e‐ラーニングには効果はない。対面で話を聴いたり

考えたり、現地に赴いて人と出会うなどの研修が実施されるべき」。特に、e‐ラーニングに関し

ましては、複数のメンバーの方から、効果についてはちょっと疑問であるというご意見をいただ

いておるところでございます。それから、自ら学ぶ姿勢や必要性を理解できるよう工夫・改善に

取り組んでいる点、身近な課題として認識できるように改善を図ろうとしている点について、人

権研修の内実を充実させることで、職員の人権意識の向上を図ろうとする姿勢を表すものとし

て評価したい」というご意見をいただいておるところでございます。 

続きまして、「職員の人権意識の把握」といたしまして、主に次のようなご意見をいただきまし

た。「全職員の意識調査を行ったうえで、専門家を交えて研修の中身を検討するべき」、「他自治

体で行われている意識調査の事例や専門家の意見も参考にしながら、職員の人権意識を的確に

把握できる質問項目を設定すること」、「研修は職員の人権課題への認識状況を踏まえての対応

が求められ、行政の課題からのテーマと、職員が必要としている研修課題の両面からのアプロー

チが重要で、職員意識調査を、他の自治体の事例を参考に実施すべき。その中には、どのような

テーマの研修を受けたいかのニーズ把握も必要である」、「これまでの人権研修とその改善の試

みが、人権研修受講者にどのように経験されているのかについての把握は、十分なされている

とは言い難いのではないか」、「人権研修を実質化するためには、職員の人権意識、差別問題認

識について実態を把握することが必要で、自由に語ってもらうインタビュー調査など質的な方法

が適しているかもしれない」、「実態把握を継続的に実施し、人権研修の内容やあり方の改善に

繋げていくことが、人権研修の実質化には必要」、「大阪市職員の意識にどのような課題がある

のか、分からないのに研修は組めない。まずは職員の意識を把握して、問題点を明らかにする必

要がある」。 

3 点目、「研修全般について」といたしまして、次のご意見をいただいておるところでございま

す。「新たな内容は「職員人権研修の充実・強化」のすべてなのか。大阪市は部落差別を克服する

主体者たる市職員を養成しようとしているのか、疑問」である、「人権侵害を二度と起こさないた

めには、令和６年度に実施された見直しと改善による成果の検証が必要不可欠」である。 

議題の他、有識者会議の運営方法などに関しまして、有識者会議での意見の施策への反映、

それから開催の手法、大阪港湾局で起きました職員による差別発言事象、それから有識者会議

の位置付け、並びに開催スケジュール、それと市民意識調査、アンケートについてご意見をいた

だいたところでございます。大阪市同和問題に関する有識者会議に関する報告につきましては

以上でございます。よろしくお願いいたします。 
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乘井 会長 

はい。ありがとうございました。ただいま、大阪市多文化共生指針に基づく行動計画について

のご報告と、それから第 12 回大阪市同和問題に関する有識者会議についてご報告をいただき

ました。ただいまの事務局からの報告について、ご質問ご意見がございましたらお願いします。

どの議題についてのご発言かをあらかじめ明確にして、ご発言をお願いしたいと思います。いか

がでしょうか。 

はい。三輪委員、どうぞ。 

 

三輪 委員 

何度もすみません。同和問題に関する有識者会議にも参加している関係で、少し補足をさせ

ていただきたいと思います。ご丁寧にご説明くださいまして大変ありがとうございました。 

職員人権研修の充実・強化ですが、これが出てきた背景には、実際の差別事件というのがござ

います。実は何年か前にも、差別事件が発生しておりまして、二度と起こさないという決意を示

したにもかかわらず、昨年度起きたという背景を踏まえて、それを何とかすべきだということで、

同和問題に関する有識者会議では話し合ってまいりました。昨年度起きた事件というのは本当

にひどい事件です。どうしてそうなったのかっていうことについてはいろんな意見があるみたい

ですが、週刊誌やNHKでも報道されている事例です。 

ですので、もう二度とそういうことを起こさないために、有識者会議の多くのメンバーからは

全職員に対する意識調査をしてくれという要望が出ておりました。一方で、なかなかそれについ

てはそんなに肯定的ではないという姿勢もありまして、そこは研修へのアンケート調査で探れな

いかというご意見もあります。今出てきているアンケート案というのは、ある意味答えが想定で

きるようなアンケート案といいますか、この質問にはこう答えるのがベストだよねと思ってしま

うような、そういうアンケート調査であったりしますので、それについてはかなり強い意見がこの

会議のメンバーからは示されてきたところです。つまりそれでは意識調査とは言えないんじゃな

いかということです。加えて、e‐ラーニングについても先ほどもご紹介くださいましたが、強い

意見がありました。組織の長の姿勢についても言及されていますが、市長はこの間の問題に対し、

差別意識がある職員は大阪市にはいらないと非常にはっきりしたスタンスを明言されてきてい

ます。 

ですので、このスタンスを具体化してもらうことが重要であり、そのためにも今日この場でご

報告してくださったのは非常にありがたいです。なぜならば、同和問題に関する有識者会議とい

うのは条例に基づいた会議ではないんですね。ですから、あまり権限はございません。一方こち

らは条例に基づいている審議会です。ですので、有識者会議からの意見も是非とも踏まえてい

ただいて、二度とこういう差別事象が起きないための取組みというのを市の皆さんには考えて

いただきたいですし、審議会の皆さんにも是非ともその方向をきっちりと見守るといいますか、

確保するといいますか、そういう形で考えていただきたいと思っております。以上です。 

 

乘井 会長 

はい。ありがとうございました。他にご意見いかがでしょう。今日せっかくご出席されておら

れるので、一言でも何か。 
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はい。どうぞ。永井委員。 

 

永井 広幸 委員 

はい。永井です。よろしくお願いします。 

一点、多文化共生社会ということで、様々こういったふわっと明るい形で多文化共生というの

を紹介されますけども、ここには載ってないけど、多分中国人の方々がですね、数年前から、比

較的にベトナム、ネパールの方々以上にですね、この日本に定住している。特にこの大阪市に民

泊が多い、特区になってることで民泊が多くて、特に西成区なんかはほとんどもう民泊は中国人

が占めているというようなところがあってですね、それを踏まえた上で、この多文化共生ってい

うのは今後どういうふうにその中国人の皆さんとともに、定住されている、民泊をされてるそう

いう経営をされてる、実際日本にはおられないかもわからないけども、そういう方々と一緒にど

ういうふうな共生をしていくのかっていうのは今後課題になってると思うんですね。今、政治的

にも国のほうでも、この民泊特区であるとか、様々なところで問題になってるところはあります。

大阪市がこの多文化共生社会というのをこれからどんどんどんどんと外国人の方がこの大阪に

多くなっていくのにつれて、途中でやめるという計画はないでしょうから、進めていくにあたっ

てどういうふうに共生をしていかれるのかってのは、少し教えていただければというふうに思い

ます。 

 

乘井 会長 

何かご回答ありますか。 

 

宮之前 多文化共生担当課長 

すいません。ありがとうございます。 

民泊につきましては、担当が別部局にあるんですけども、そちらの方で苦情処理なんかもきち

んと対応しているところでございまして、いろいろ確かに問題点ございまして、そちらの担当で

対応しているところではございます。委員ご指摘のとおりですね、国の政策が、このような労働

者が不足しているというところに端を発して外国人労働者を受け入れるという方向に舵を切っ

ているというところから、今後も増え続けるという傾向は変わらないのではないかと思っており

ます。我々市民局が、普段地域に直接入ることってあまりないんですけれども、昨年、一昨年と

市民局が地域に入って直接当事者の方のお話を聞かせていただいた印象であったりですね、あ

るいは有識者からのご意見をお聞きする中で感じることとしましては、日本人でもそうなんでし

ょうけども、ほとんどの方がですね、きちんとルールを知っていればちゃんと守る方々であると

いうことが感じたところでございます。一部ですね、確かにルールを守らない方というのがいら

っしゃいますので、そういう方に関してはきちんと市としてもですね、大阪市のルール、あるいは

日本のルールがこうだということっていうのは示していかねばならないと思っております。理想

としましては、それは皆さん全員仲良くというところではあるんですけれども、当然のことなが

らそういう一部のルールを守らない方、ここばかりがちょっとクローズアップされてる感がござ

いますので、そういう方に関してはちゃんとルールを守ってくれというふうに言った上でです

ね、その上で皆さん今後この流れっていうのは変わらないんでしょうから、その中でどのように
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共存していくのか、どのようにうまくつき合っていくのかということを、市だけではなく、市民の

皆様と一緒に考えていけたらと考えておるところでございます。 

 

堀田 ダイバーシティ推進室長 

少々補足させていただきます。室長の堀田でございます。永井委員ありがとうございました。 

今、委員ご指摘の通り、実は国のほうでは割と特定技能で、それで家族帯同っていった例が挙

がっているんですけれども、実はここには書いてございませんが経営管理という資格を取って、

それで日本に来る、その経営管理の資格が何かというと、いわゆる宿泊業、民泊をやるために来

る、その時に家族も連れてくるとそういったケースが実際あるということは聞いております。事

業者としての日本で働く上での責務、きっちりとルールを守るというところについて、外国人で

あろうと日本人であろうと同じなんですけれども、そういったところはまた民泊のほうの担当に

きっちりと情報を共有するとともに、外国人ならば特にそこについてはきっちりとやっていただ

くといったところについては、委員からのご指摘だと思いますので伝えてまいりたいと思います。 

で、一時的に日本に住むということで帰るというわけではなく、長く住もうと思って家族を連

れて来られているんだと思うんです。となると、来られている方も日本でトラブルを起こしたい

と思っているわけではおそらくないだろうと思って、できるだけ地域コミュニティの中にも入っ

ていただく、大阪によその地方から来られた方でも、大阪いいなあと思って住んでおられる方に

長く住んでいただきたい、それと同じような考え方で、地域の中でも、地域の方々もそういった

ところも、少し目を配っていただくきっかけになればいいかなと思って、こういった事業もして

いるところでございます。引き続きトラブルとかそういったところの確執については、きっちり

と対応したいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 

乘井 会長 

よろしいですか。 

 

永井 広幸 委員 

はい。これを進めていく中で先ほど言われたように民泊をされる側になると、定住権が、少し

永住権が延長されるということもあって、帯同される方も多くなってきて、現場のところでは少

しざわついてる地域もやっぱり実際にあるわけで、それで大阪市として多文化共生というのを

進めていくんであれば、うまいことバランスを取っていかなければ難しいなということがあった

ので、そのことを少し指摘させていただきました。以上です。 

 

乘井 会長 

他に委員の皆様、ご意見いかがでしょうか。もうそろそろ終わりに近くなっているので何か一

言、言っておきたいなということも含めて、いかがでしょう。 

はい。永井委員どうぞ。 

 

永井 均 委員 

今の議題の流れじゃなくてもいいですか。 
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乘井 会長 

もうそろそろまとめに入ってるのでいいかと思います。 

 

永井 均 委員 

そしたら。はい。すいません。永井です。今日のこの会議の中で、僕が何を言えるのだろうかな

っていうのをずっと考えていたんですけども、なかなか伝えられることがなくて、ただ最後にや

っぱり私は LGBTの当事者として参加させていただいていますので、お伝えできることは 2点

かなと思ってお伝えさせていただきます。 

まず一点目は、こどもまんなかの事業の中で、やはりどうしても家庭というのが出てくると思

うんですが、大阪府、大阪市は同性パートナーについてもきちんと認めています。ということは、

もう家庭という定義ももう今の世の中では、昔はサザエさんのような家庭が家庭であり、少し下

がれば核家族ということになって、でも今はもう核家族でもないシングルであったり、同性パー

トナーであったり、外国の方たちであったり、そういうたくさんの家庭がやっぱりあるっていうこ

とで、その家庭っていう考え方もちょっと今の社会に合わせたとらえ方をして欲しいっていうの

が一つです。 

もう一つは、アンケートの中の LGBT に関するところですけども、LGBT に関してもやはりこ

の 5 年間でかなり変わってきてると思うんですね。LGBT の人権って考えたことがありますか

とか、LGBT の人って知ってますかっていうそんな時代でもなくなってきてるように思うんです。

例えば、同性婚の裁判は、もういわゆる高裁ではすべて違憲判決であったり違憲状態だってい

うようなことになってますし、そうなってくると先ほどの家庭の問題とも関係しますが、同性婚

の方々の家庭っていうのも出てくる可能性があるわけですね。あとこの 5 年間の中では、各地

域でいわゆるパレードっていうのは全国的に行われています。昔は東京や大阪といった大都市

圏だけでしたけども、今はいわゆる地方でもたくさん行われています。そういうこともやっぱり

社会的な背景としては知っておいていただきたい。 

それと、前回も申し上げましたけども、その SNS の中でトランスジェンダーの方へのバッシン

グ、これもやっぱり非常に目に余るものがありますから、そういったこともあるっていうことを

今改めてお伝えさせていただければなと、特にご意見等を求めるものではありませんが、知って

おいて欲しいというふうに思います。以上です。 

 

乘井 会長 

はい。ありがとうございました。もうお一方、お二方、もう時間も迫っておりますけれども、せ

っかくご出席されておられるので、報告 2、報告 3に限らず、今日の全体について。 

 

髙 人権企画課長代理 

乘井会長。澤田委員が挙手されております。 

 

乘井 会長 

はい。すいません。澤田委員どうぞ。気づきませんでした。どうぞ。 



30 

 

澤田 会長代理 

澤田です。今のご発言も受けてなんですけれども、私自身はヘイトスピーチの問題というのに

すごく関心を持っておりまして、SNS 上のトランスヘイトの問題もとても深刻ですし、今参議院

議員の選挙にあたって非常に外国人に対するヘイトスピーチというのがいろんなところで聞か

れる、特に大阪でもこの問題はちょうどホームページのほうにも掲載されてるのを見ましたけれ

ども、深刻な状況ではないかと思っております。なので先ほど中国人の方で、新しく民泊等で経

営管理っていう形で来られる方がいるという、こういった問題も実際にあるんですけれども、こ

れまで住んでこられている在日の方や、それから新しく来られている技能実習の方とか、それか

ら難民の方なんかもおられるわけなんですけれども、そういった人たちが出かけるのもすごく不

安を感じる、そういったヘイトスピーチにあう、街中でもそうですけれども SNS 上でのそういう

発言というものもですね、非常に不安に思っておられるということをよく聞いております。 

ちょっと質問ではないんですが一つの意見としまして、多文化共生指針行動計画のところで

はですね、健康で安心して生活できる環境づくりで、特に言葉の部分での情報の確保ですよね、

多言語での相談であったりとか、こういったところにはかなり力を入れているということなんで

すけれども、医療費の問題としまして、基本的には皆さん健康保険に入ることを推奨していて、

3 ヶ月以上の在留資格がある場合には医療保険ですね、公的な保険に入ってくださいというこ

とで推進をしてるんですけれども、現実には技能実習の方でも急に雇用を切られてしまったりと

か、妊娠とかを理由に解雇されたりとかですね、結構不当な解雇も多い状況の中で、実際に保険

がなくて医療にかからないといけない方たちが大阪市の病院でもですね、医療点数 1 点に対し

て日本人の 2倍の点数でですね、請求をすると。要は無保険の状態でさらに 2倍の自己負担を

求められるということが非常に深刻な問題として NPO とか NGO が支援している状況になっ

ておりますので、こういった問題については言語だけはなく、なんていう制度的な問題だと思い

ますので、大阪市としてどういうふうにですね、病院のほうとかにアプローチをしていくのか、例

えばそういうところに補助を出すみたいなところがあるのかとかですね、このあたりについては

ちょっと関心を持っておりましたので、ぜひ、ここですぐ回答ということではないですけれども、

検討いただきたいなというふうに思っております。すいません。以上になります。 

 

乘井 会長 

はい。ありがとうございました。他の委員、大丈夫でしょうか。いいですか。時間がもうちょっ

となんですけど、ちょっとでしたら。はい。 

 

廣岡 委員 

はい。すいません。2点です。 

一点は多文化共生のところなんですけれども、日本語教室の話どっかにあったんですけれど

も、ボランティアでっていうふうなことで、これまでもやってきていると思いますけれども、そう

いったボランティアも貴重だと思いますけれども、他のところでもいろいろやっぱり予算かかる

ご意見あったと思います。で、目標というところではわかるわけでこういった取組み必要ですけ
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れども、それをきちんと持続可能にしていくためには、日本語教室にしろ何にしろ、一定の予算

措置が必要だろうというふうに思った次第です。それが一点です。 

もう一点、今日の発言の冒頭でもちょっと触れたので重なるかもしれませんが、同和問題に関

する有識者会議のことで、どうしても言わせっぱなしで放置されてるんじゃないかという不安を

この有識者会議の意見要旨からも感じますし、なので、先ほど三輪委員からもご発言あったよう

に、やっぱりここできちんとその経過報告といいますか、どういう研修をやることになったのか

とか、その効果についてどういうふうに市役所のほうで整理をして、次の課題は何なのかってい

うふうなことを継続的に出していただく必要があると思います。以上です。 

 

乘井 会長 

はい。ありがとうございました。皆さんから非常に積極的なご意見をいただいてよかったと思

います。 

多文化共生の問題に関しては、まさに外国人の問題はこれから共生していこうっていう課題

もすごく大きくて、またこれからも人権と人権のぶつかり合う場面も多いのかなあと。本日の資

料を読んでまして、大阪市の外国人住民が増えているっていうふうに何か他人事のように書い

てあったのが私は気になりまして、政府の政策として経済の活性化とか、人材の確保ということ

で増やしてるという面があるわけですから、そこを積極的、自発的な意味でですかね、とらえて

これから起こるであろういろんな課題とかを、市民全体を通じてやっていかなきゃいけないなっ

ていうふうにこれからの人権課題として特に思っております。 

本日、本当にいろんな方からご意見いただいて本当にありがたいと思っております。これから

の人権施策の推進のために、ぜひ十分に反映、活用していただけたらと思っております。委員の

皆様、どうもお疲れ様でした。それでは進行を事務局のほうにお返しをしたいと思います。よろ

しくお願いします。 

 

堀田 ダイバーシティ推進室長 

ありがとうございました。時間となっておりますので、ごく短く、コメントというと非常におこ

がましいんですけれども、させていただきます。 

短い時間でございましたけど非常に濃密なご意見いただきまして、ありがとうございました。

特に調査に関しまして、様々なご意見ちょうだいいたしました。目的を持ってやるっていうこと

ですとか、やはり実際回収率が低くて、バイアスがかかっているような回答になる、あるいはそ

の回答自体が、これ職員研修のところでのアンケートでもおっしゃっていただきましたけれども、

あるべき回答といったことを誘導するようなことになっていないのか、そういったこともきっち

りと考えた上で、どのような施策に生かしていくのか、そういった調査設計も含めて、また有識

者との意見交換をしながら、調査を進めてまいりたいと思っております。 

また、職員研修につきましては本年度まだ始まったところでございます。これまでこちらの審

議会、また有識者会議からいただいたご意見を反映して、よりよいものにしていくとともに、ま

た職員からのアンケート、それからどういったところについて課題があるのかということも把握

しながら進めてまいりたいと思っております。e‐ラーニングという形はとりますけれども、実は

昔は e‐ラーニングはもう本当にパワーポイントのスライド読んでくださいみたいな、そういった
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形でやっていたときもございますけれども、去年からは実際は講義形式ではありますけれども、

セルフワークのような形の時間もとって、自分に内省する時間をとりながら、構成してまいりま

した。まだ今年の研修講師あるいは研修カリキュラム、きっちりと決まっておりませんが、また次

回の審議会のときにある程度進んでいるものにつきましては報告させていただきますので、ご

意見等も賜れればと思っております。 

本日は長時間ありがとうございました。今後ともよろしくお願いいたします。 

 

永田 人権企画課担当係長 

では、以上をもちまして、第 51 回大阪市人権施策推進審議会を閉会とさせていただきます。

皆様、ありがとうございました。 


